
「ＴＫＣモニタリング情報サービス」提供の背景
（１）中⼩企業⾦融の変化

→「事業性評価」の重視
（担保・保証依存→事業内容・成⻑可能性を評価して融資）

（２）他社クラウド会計ベンダーと⾦融機関の業務提携
取引先企業の常時モニタリングを「事業性評価」に役⽴てる

（３）「決算書の信頼性」を大きく毀損する事態に

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」の普及促進について
（１）タイムリーな業績報告により、関与先がタイムリーな⾦融⽀援を受けることが可能に。
（２）ＴＫＣ会員や関与先が⾦融機関と良好な関係を構築できる。
（３）⾦融機関の「事業性評価」を後押しすることになり、会員事務所の新たな武器に。

⾦融機関が期待する「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
（１）精度の⾼い試算表、信頼性の⾼い決算書のデータ提供

→ＴＫＣ会員事務所の月次巡回監査と月次決算、
遡及訂正のできないＴＫＣシステム

（２）「事業性評価」で重要となる「定性情報」の提供
→「中⼩会計要領チェックリスト」「書面添付」
「記帳適時性証明書」

（３）経営計画策定⽀援事業、モニタリング⽀援への理解
→経営改善計画策定支援事業（7000ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）
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サービス利⽤準備⾦融機関
①みなと銀⾏
②但陽信⽤⾦庫
③姫路信⽤⾦庫
④神⼾信⽤⾦庫（利⽤申込稟議中）
⑤淡陽信用組合（覚書締結予定）
⑥兵庫信⽤⾦庫（覚書未締結）
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質疑応答
Ｑ．サービスの案内方法は？
Ａ．金融機関側で、ＴＫＣ会員事務所が作成した決算書
であることを確認した上で、関与先に当サービスの
紹介・提案が行われます。アプローチの前提として、

「⾦融機関→関与先→会計事務所」となります。
ただし、１〜３⽉には理事会員・中⼩企業⽀援委員
が先行して実践します。

Q．金融機関のデータ取り扱いは？
A．金融機関では、ＴＩＳＣに保管されている決算書等
のダウンロード・印刷が可能です。各行での情報の
取り扱いについては、ＴＫＣ近畿兵庫会との覚書に
「秘密保持」条項を記載しています。
金融機関からのアプローチはもう少し先ですが、
５年後・１０年後のサービス標準化を鑑みて、
会計事務所での受け入れ態勢を整備しましょう。


